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プロジェクト 適用後レビューの計画策定についての意見の募集（企業会計基準

委員会からの報告） 
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本資料の目的 

1.  適用後レビューは、デュー・プロセスの一環として、会計基準の適用後に実施さ

れるものであり、一般に次のとおりであると考えられる。 

(1) 企業会計基準等が、公表時に想定していた有用な情報を提供しているか。 

(2) 企業会計基準等の適用にあたり、ガイダンスの不足等により解釈上の問題が生

じていないか。 

(3) 企業会計基準等の適用にあたって、予想外のコストが生じていないか。 

2. 公益財団法人財務会計基準機構の理事会（以下「理事会」という。）が定める「企業

会計基準及び修正国際基準の開発に係る適正手続に関する規則」（以下「適正手続

規則」という。）では、当委員会は、重要と認められる新規の企業会計基準等の開発

又は既存の企業会計基準等の改正を行ったときは、適用後レビューを実施しなけれ

ばならないとされ、適用後レビューの計画又は実施の都度、理事会に設置される適

正手続監督委員会に対して報告することとされている。 

3. 当委員会は、理事会による適正手続規則の制定を受け、適用後レビューの計画の策

定のために検討を行っており、基準諮問会議及び市場関係者の意見を踏まえ、平成

28 年 8 月 12 日に当委員会が公表した中期運営方針において、適用後レビューの実

施に関して、「適用後レビューの計画を策定するにあたり、今後、これまで当委員

会が公表した会計基準を対象として、適用後レビューの目的に関連する懸念点の有

無に関して広く意見を募る予定である。その後、その結果を踏まえ、適用後レビュ

ーを行う範囲を決定し実施していく。」と記載している。 

4. 第 348 回企業会計基準委員会（平成 28 年 11 月 4 日開催）より審議を行っており、

その際に用いた文案は 3頁以降のとおりである（当該委員会における審議を踏まえ

て一部修正している。）。 

5. 本日の基準諮問会議において、意見募集文書の内容についてご意見を頂きたい。 

また、別紙 3に、当委員会がこれまで公表した会計基準等の内容と、 開発中に

議論となった主な事項を記載しており、この内容の過不足についてもご意見を頂き

たい。 

以 上  
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（参考） 

 適用後レビューの制度は、IFRS や米国会計基準においても導入されている。 

 IFRS については、これまで IFRS 第 8号「事業セグメント」及び IFRS 第 3 号「企業

結合」について適用後レビューが実施されている（当該議論を踏まえ、のれんの償却

の議論が進められている。）。今後、IFRS 第 13 号「公正価値測定」、IFRS 第 10 号「連

結財務諸表」の適用後レビューが実施される予定である。 
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企業会計基準等に関する適用後レビューの計画策定

についての意見の募集 
 

平成 28 年 XX 月 XX 日 

企業会計基準委員会 

 

I. 本意見募集文書の公表の経緯 

1.  当委員会は、平成 13年の設立以後、我が国の金融資本市場への信認を確保する観点

から、当該市場で用いられる日本基準を高品質で国際的に整合性のあるものとして維

持・向上を図るべく、公正性、透明性のある形で会計基準の開発を行ってきている。開

発された会計基準が市場関係者から信頼を得るためには、デュー・プロセスを確保する

ことが不可欠であると考えている。 

2.  当委員会の開発する会計基準のデュー・プロセスは、公益財団法人財務会計基準機構

（以下「FASF」という。）の理事会が定める「企業会計基準及び修正国際基準の開発に

係る適正手続に関する規則」（以下「適正手続規則」という。）に規定されており、当委

員会は、当該規則を遵守して基準開発を行っている。 

3.  平成 25年 6月に制定された適正手続規則においては、日本基準の開発にあたって実

施すべき適正手続の 1つとして、適用後レビューに関する規定（別紙 1を参照）が設け

られている。当該規定では、当委員会が重要と認められる新規の企業会計基準等（当委

員会が公表する企業会計基準、企業会計適用指針及び実務対応報告のことをいう。以下

同じ。）の開発又は既存の企業会計基準等の改正を行ったときは、適用後レビューを実

施しなければならないとされており、適用後レビューの計画又は実施の都度、FASF の

理事会に設置される適正手続監督委員会に対して報告することとされている（適正手

続規則第 25 条及び第 29条）。 

4.  当委員会が開発する会計基準が高品質なものとして市場関係者から信頼を得るため

には、適正手続（デュー・プロセス）を確保する必要があり、適用後レビューは重要な

デュー・プロセスであると考えている。 

5.  適用後レビューの目的は、一般に次のとおりであると考えられる。 

(4) 企業会計基準等が、公表時に想定していた有用な情報を提供しているか。 

(5) 企業会計基準等の適用にあたり、ガイダンスの不足等により解釈上の問題が生じ

ていないか。 

(6) 企業会計基準等の適用にあたって、予想外のコストが生じていないか。 

6.  当委員会では、適用後レビューの計画の策定のために、当委員会が公表した企業会計

基準等のうち、前項の適用後レビューの目的を踏まえ、いずれの企業会計基準等を適用

後レビューの対象として選定するかについて検討を行い、また、市場関係者に対してア
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ウトリーチ（意見聴取）を行った。 

7.  当該アウトリーチでは、適用後レビューを実施することがデュー・プロセスの上で重

要であることは理解されたと同時に、特定の企業会計基準等に関して適用後レビュー

すべきとの意見は聞かれなかった。一方、予備的な調査という位置付けで、市場関係者

の意見を幅広く収集することは有用であるとの意見も聞かれた。 

8.  現在、当委員会及び FASF では、主に以下の方法により、定期的に市場関係者から意

見を聴取しており、第 5 項に記載した適用後レビューの目的に関連する懸念点につい

ては、一定程度把握できる体制が整っているものと考えられる。 

(1) 基準諮問会議（年 3回）による新規テーマの選定 

当委員会で取扱うテーマについては、基本的に、基準諮問会議からの提言を尊重

することとしている。基準諮問会議は、団体、個人を問わず、新規テーマの提案を

受け付けており、第 5項(1)～(3)の状況に懸念が生じた場合には、このプロセスを

通じて基準諮問会議により把握される。 

(2) 定期的な市場関係者へのアウトリーチ 

 当委員会では、財務諸表の作成者、監査人、財務諸表の利用者等の市場関係者へ

のアウトリーチを定期的に行っており、第 5 項(1)～(3)の状況に懸念が生じた場

合には、これらのアウトリーチにより把握される。 

9.  第 7項及び第 8項の状況を踏まえて、当委員会では、現時点において、適用後レビュ

ーを行う個別の会計基準等を選定していない。ただし、基準諮問会議及び定期的な市場

関係者へのアウトリーチの参加者は、比較的限定されていることから、より幅広い市場

関係者から第 5 項に記載した適用後レビューの目的に関連する懸念点の有無を把握す

ることが有用であると考えられる。 

以上を踏まえ、今般、「企業会計基準等に関する適用後レビューの計画策定について

の意見の募集」（以下「本意見募集文書」という。）を公表することとした。 

 

これまでに当委員会が公表した企業会計基準等の概要 

10.  本意見募集文書により、意見を幅広く把握するにあたって、企業会計基準等の内容等

をより理解いただくことができるよう、別紙 3に、これまでに当委員会が公表した企業

会計基準等の概要を記載している。 

 具体的には、これまでに当委員会が公表した企業会計基準等のうち、すべての企業会

計基準及び主な企業会計適用指針を対象に、以下の事項を別紙 3に記載している。 

(1) 企業会計基準等の公表の経緯 

(2) 企業会計基準等の主な内容 

(3) 企業会計基準等の公表後の改正内容 

(4) 開発中に議論となった主な事項 
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II. 本意見文書の質問項目 

11.  これまで当委員会が公表した企業会計基準等に関する要点は、別紙 3 に記載のとお

りである。本意見募集文書では、これらの企業会計基準等について、第 5項に記載した

適用後レビューの目的に関連する懸念点の有無に関して、意見を幅広く把握すること

を目的としている。以下は、具体的な質問項目である。 

 

質問1 （回答者の属性） 

お寄せいただくご意見を今後の当委員会における適用後レビューの計画策定にお

いて適切に踏まえるために、以下の質問についてご回答いただくにあたっては、どの

ような立場（財務諸表利用者、財務諸表作成者、監査人等の会計職業専門家、研究者

等の学識経験者、その他）に基づくものかをご記載ください。 

 

質問2 （企業会計基準等が、公表時に想定していた有用な情報を提供しているか（第 5 項

(1)） 

当委員会がこれまでに公表した企業会計基準等のうち、有用な情報が提供されて

いない企業会計基準等があるとお考えの場合には、当該企業会計基準等の名称及び

その理由について、ご意見をご記載ください。 

 

質問3 （企業会計基準等の適用にあたり、ガイダンスの不足等により解釈上の問題が生じ

ていないか（第 5項(2)）） 

当委員会がこれまでに公表した企業会計基準等のうち、ガイダンスの不足等によ

り解釈上の問題が生じている企業会計基準等があるとお考えの場合には、当該企業

会計基準等の名称及び解釈上の問題の内容について、ご意見をご記載ください。 

 

質問4 （企業会計基準等の適用にあたって、予想外のコストが生じていないか（第5項(3)）） 

当委員会がこれまでに公表した企業会計基準等のうち、実務において過大なコス

トが生じている企業会計基準等があるとお考えの場合には、当該企業会計基準等の

名称及びコストの内容について、ご意見をご記載ください。 

 

質問5 （その他） 

その他、当委員会が取り組んでいる企業会計基準等の開発に関して、ご意見があれ

ばお寄せください。 
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III. 今後の予定 

12.  当委員会では、本意見募集文書に寄せられた意見を踏まえ、適用後レビューの計画

（対象とする企業会計基準等、実施方法、実施スケジュール等）を策定する予定である。 

 

以 上 
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（別紙 1）適正手続規則（抜粋） 

 

以下は、適正手続規則のうち適用後レビューに関する定めを抜粋したものである。 

 

（適用後レビューの目的） 

第 25条 委員会は、重要と認められる新規の企業会計基準等の開発又は既存の企業会計

基準等の改正を行ったときは、投資家、財務諸表作成者、監査人に与えた影響を

評価する目的で、適用後レビューを実施しなければならない。 

（適用後レビューの実施時期） 

第 26 条 適用後レビューは、原則として、新規の企業会計基準等が適用された後、2 年

後から開始する。 

（適用後レビューの結果への対応） 

第 27条 委員会は、適用後レビューの結果、企業会計基準等の改正を行うことがある。

その場合に準拠すべき手続は、新規の企業会計基準等の開発又は既存の企業会計

基準等の改正を行う場合と同一のものとする。 

（適正手続監督委員会への委員会の報告） 

第 29条 委員会は、重要と認められる企業会計基準等の公表又は改正及び修正国際基準

の改正の都度、又は適用後レビューの計画又は実施の都度、適正手続監督委員会

に対して、別紙を参考に本規則の遵守の状況を書面にて報告する。 
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（別紙 2）これまでに当委員会が公表した企業会計基準等の一覧 

 

以下は、これまでに当委員会が公表したすべての企業会計基準等を一覧で示したもので

ある。 

I. 企業会計基準 

基準番号 企業会計基準名 公表日 

第 1号 自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準 平成 14 年 2 月 21 日 

第 2 号 １株当たり当期純利益に関する会計基準 平成 14 年 9 月 25 日 

第 3 号 【企業会計基準第 26 号（平成 24 年 5 月 17 日公表）

の適用により廃止】 

－ 

第 4号 役員賞与に関する会計基準 平成 17 年 11 月 29 日 

第 5 号 貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準 平成 17 年 12 月 9 日 

第 6 号 株主資本等変動計算書に関する会計基準 平成 17 年 12 月 27 日 

第 7 号 事業分離等に関する会計基準 平成 17 年 12 月 27 日 

第 8 号 ストック・オプション等に関する会計基準 平成 17 年 12 月 27 日 

第 9 号 棚卸資産の評価に関する会計基準 平成 18 年 7 月 5 日 

第 10 号 金融商品に関する会計基準 平成 18 年 8 月 11 日 

第 11 号 関連当事者の開示に関する会計基準 平成 18 年 10 月 17 日 

第 12 号 四半期財務諸表に関する会計基準 平成 19 年 3 月 14 日 

第 13 号 リース取引に関する会計基準 平成 19 年 3 月 30 日 

第 14 号 【企業会計基準第 26 号（平成 24 年 5 月 17 日公表）

の適用により廃止】 

－ 

第 15 号 工事契約に関する会計基準 平成 19 年 12 月 27 日 

第 16 号 持分法に関する会計基準 平成 20 年 3 月 10 日 

第 17 号 セグメント情報等の開示に関する会計基準 平成 20 年 3 月 21 日 
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第 18号 資産除去債務に関する会計基準 平成 20 年 3 月 31 日 

第 19 号 【企業会計基準第 26 号（平成 24 年 5 月 17 日公表）

の適用により廃止】 

－ 

第 20 号 賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準 平成 20 年 11 月 28 日 

第 21 号 企業結合に関する会計基準 平成 20 年 12 月 26 日 

第 22 号 連結財務諸表に関する会計基準 平成 20 年 12 月 26 日 

第 23 号 「研究開発費等に係る会計基準」の一部改正 平成 20 年 12 月 26 日 

第 24 号 会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準 平成 21 年 12 月 4 日 

第 25 号 包括利益の表示に関する会計基準 平成 22 年 6 月 30 日 

第 26 号 退職給付に関する会計基準 平成 24 年 5 月 17 日 

 

II. 企業会計適用指針 

指針番号 企業会計適用指針名 公表日 

第 1号 退職給付制度間の移行等に関する会計処理 平成 14 年 1 月 31 日 

第 2 号 自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準

の適用指針 

平成 14 年 2 月 21 日 

第 3 号 その他資本剰余金の処分による配当を受けた株主の

会計処理 

平成 14 年 2 月 21 日 

第 4 号 １株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針 平成 14 年 9 月 25 日 

第 5 号 【改正企業会計基準適用指針第 2号（平成 17 年 12 月

27 日公表）の適用により廃止】 

－ 

第 6号 固定資産の減損に係る会計基準の適用指針 平成 15 年 10 月 31 日 

第 7 号 【企業会計基準第 26 号（平成 24 年 5 月 17 日公表）

の適用により廃止】 

－ 

第 8号 貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等 平成 17 年 12 月 9 日 



資料(4) 

- 10 - 

の適用指針 

第 9号 株主資本等変動計算書に関する会計基準の適用指針 平成 17 年 12 月 27 日 

第 10 号 企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する

適用指針 

平成 17 年 12 月 27 日 

第 11 号 ストック・オプション等に関する会計基準の適用指針 平成 17 年 12 月 27 日 

第 12 号 その他の複合金融商品(払込資本を増加させる可能性

のある部分を含まない複合金融商品)に関する会計処

理 

平成 18 年 3 月 30 日 

第 13 号 関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針 平成 18 年 10 月 17 日 

第 14 号 四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針 平成 19 年 3 月 14 日 

第 15 号 一定の特別目的会社に係る開示に関する適用指針 平成 19 年 3 月 29 日 

第 16 号 リース取引に関する会計基準の適用指針 平成 19 年 3 月 30 日 

第 17 号 払込資本を増加させる可能性のある部分を含む複合

金融商品に関する会計処理 

平成 19 年 4 月 25 日 

第 18 号 工事契約に関する会計基準の適用指針 平成 19 年 12 月 27 日 

第 19 号 金融商品の時価等の開示に関する適用指針 平成 20 年 3 月 10 日 

第 20 号 セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指

針 

平成 20 年 3 月 21 日 

第 21 号 資産除去債務に関する会計基準の適用指針 平成 20 年 3 月 31 日 

第 22 号 連結財務諸表における子会社及び関連会社の範囲の

決定に関する適用指針 

平成 20 年 5 月 13 日 

第 23 号 賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準の適

用指針 

平成 20 年 11 月 28 日 

第 24 号 会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適

用指針 

平成 21 年 12 月 4 日 

第 25 号 退職給付に関する会計基準の適用指針 平成 24 年 5 月 17 日 
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第 26号 繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針 平成 27 年 12 月 28 日 

第 27 号 税効果会計に適用する税率に関する適用指針 平成 28 年 3 月 14 日 

 

III.  実務対応報告 

報告番号 実務対応報告名 公表日 

第 1号 旧商法による新株予約権及び新株予約権付社債の会

計処理に関する実務上の取扱い 

平成 14 年 3 月 29 日 

第 2 号 退職給付制度間の移行等の会計処理に関する実務上

の取扱い 

平成 14 年 3 月 29 日 

第 3 号 【企業会計基準適用指針第 4号（平成 14 年 9 月 25 日

公表）の適用により廃止】 

－ 

第 4号 【改正実務対応報告第 5 号（平成 22 年 6 月 30 日公

表）の適用により廃止】 

－ 

第 5号 連結納税制度を適用する場合の税効果会計に関する

当面の取扱い（その 1） 

平成 14 年 10 月 9 日 

第 6 号 デット・エクイティ・スワップの実行時における債権

者側の会計処理に関する実務上の取扱い 

平成 14 年 10 月 9 日 

第 7 号 連結納税制度を適用する場合の税効果会計に関する

当面の取扱い（その 2） 

平成 15 年 2 月 6 日 

第 8 号 コマーシャル・ペーパーの無券面化に伴う発行者の会

計処理及び表示についての実務上の取扱い 

平成 15 年 2 月 6 日 

第 9 号 １株当たり当期純利益に関する実務上の取扱い 平成 15 年 3 月 13 日 

第 10 号 種類株式の貸借対照表価額に関する実務上の取扱い 平成 15 年 3 月 13 日 

第 11 号 外貨建転換社債型新株予約権付社債の発行者側の会

計処理に関する実務上の取扱い 

平成 15 年 9 月 22 日 

第 12 号 法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書

上の表示についての実務上の取扱い 

平成 16 年 2 月 13 日 



資料(4) 

- 12 - 

第 13号 【企業会計基準第 4 号（平成 17 年 11 月 29 日公表）

の適用により廃止】 

－ 

第 14 号 固定資産の減損に係る会計基準の早期適用に関する

実務上の取扱い 

平成 16 年 3 月 22 日 

第 15 号 排出量取引の会計処理に関する当面の取扱い 平成 16 年 11 月 30 日 

第 16 号 【企業会計基準適用指針第 17 号（平成 19 年 4 月 25

日公表）の適用により廃止】 

－ 

第 17 号 ソフトウェア取引の収益の会計処理に関する実務上

の取扱い 

平成 18 年 3 月 30 日 

第 18 号 連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に

関する当面の取扱い 

平成 18 年 5 月 17 日 

第 19 号 繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い 平成 18 年 8 月 11 日 

第 20 号 投資事業組合に対する支配力基準及び影響力基準の

適用に関する実務上の取扱い 

平成 18 年 9 月 8 日 

第 21 号 有限責任事業組合及び合同会社に対する出資者の 

会計処理に関する実務上の取扱い 

平成 18 年 9 月 8 日 

第 22 号 厚生年金基金に係る交付金の会計処理に関する当面

の取扱い 

平成 18 年 10 月 27 日 

第 23 号 信託の会計処理に関する実務上の取扱い 平成 19 年 8 月 2 日 

第 24 号 持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱

い 

平成 20 年 3 月 10 日 

第 25 号 金融資産の時価の算定に関する実務上の取扱い 平成 20 年 10 月 28 日 

第 26 号 【適用期間の満了により平成 22 年 3 月 31 日をもっ

て廃止】 

－ 

第 27 号 電子記録債権に係る会計処理及び表示についての 

実務上の取扱い 

平成 21 年 4 月 9 日 

第 28 号 改正法人税法及び復興財源確保法に伴う税率変更等

に係る四半期財務諸表における税金費用の実務上の

平成 24 年 1 月 20 日 
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取扱い 

第 29号 改正法人税法及び復興財源確保法に伴い税率が変更

された事業年度の翌事業年度以降における四半期財

務諸表の税金費用に関する実務上の取扱い 

平成 24 年 3 月 16 日 

第 30 号 従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引

に関する実務上の取扱い 

平成 25 年 12 月 25 日 

第 31 号 リース手法を活用した先端設備等投資支援スキーム

における借手の会計処理等に関する実務上の取扱い 

平成 26 年 6 月 30 日 

第 32 号 平成 28 年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関

する実務上の取扱い 

平成 28 年 6 月 17 日 
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（別紙 3）これまでに当委員会が公表した企業会計基準等の概要 

 

以下は、これまでに当委員会が公表した企業会計基準（ただし、すでに廃止されている企

業会計基準を除く。）及び主な企業会計適用指針の概要である。 

 

I. 企業会計基準 

1. 企業会計基準第 1号「自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準」 

 

（公表の経緯） 

 平成 13年改正商法において、自己株式の取得及び保有規制の見直し並びに法定準備金の

減少手続が定められたことを踏まえ、本会計基準を平成 14年 2月に公表した1。 

 

（主な内容） 

 本会計基準では、自己株式の会計処理及び準備金の額の減少の会計処理を定めることを

目的としている。具体的な内容は、以下のとおりである。 

(1) 自己株式の会計処理 

 取得した自己株式は、取得原価をもって純資産の部の株主資本から控除する。 

 自己株式処分差益は、その他資本剰余金に計上する。自己株式処分差損は、その他資本剰

余金から減額する。 

(2) 準備金の額の減少の会計処理 

 資本金及び資本準備金の額の減少によって生ずる剰余金は、減少の法的効力が発生した

時に、その他資本剰余金に計上する。 

 利益準備金の額の減少によって生ずる剰余金は、減少の法的効力が発生した時に、その他

利益剰余金に計上する。 

 

 

  

                                                   
1 当初は、「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」として公表され、平成 17 年

に会社法が公布されたことに伴い改正され、「自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基

準」として公表されている。 
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2. 企業会計基準第 2号「１株当たり当期純利益に関する会計基準」 

 

（公表の経緯） 

 平成 13年改正商法において、自己株式の取得及び保有規制の見直し、種類株式制度の見

直し、新株予約権及び新株予約権付社債の導入などが行われたことを契機として、国際的な

会計基準の動向も踏まえて、本会計基準を平成 14年 9 月に公表した。 

 

（主な内容） 

 本会計基準は、１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定

方法を定めることを目的としている。具体的な内容は、以下のとおりである。 

1 株当たり当期純利益の算定 

① 分子 

 従来の方法 本会計基準 

分子に用いる利益 当期純利益 普通株式に係る当期純利益 

利益処分による優先配

当額の取扱い 

控除しないことも、控除する

ことも可 

控除する。 

 

② 分母 

 従来の方法 本会計基準 

当期に株式併合や株式

分割が行われた場合 

行われた時点以降の期間に反

映させる方法と、期首に行わ

れたと仮定する方法のいずれ

も可 

期首に行われたと仮定する。 

普通株式と同等の株式

が存在する場合 

（特段の定めなし） 普通株式数と普通株式と同等の

株式数を合計する。 
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3. 企業会計基準第 4号「役員賞与に関する会計基準」 

 

（公表の経緯） 

 平成 17年 7月に公布された会社法において、役員賞与は、役員報酬とともに職務執行の

対価として株式会社から受ける財産上の利益として整理されたため、株主総会における支

給手続を前提とした実務対応報告第 13号「役員賞与の会計処理に関する当面の取扱い」を

見直し、本会計基準を平成 17年 11 月に公表した。 

 

（主な内容） 

 本会計基準は、役員賞与は、発生した会計期間の費用として処理する旨を定めている。 
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4. 企業会計基準第 5号「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」 

 

（公表の経緯） 

 ストック・オプション等に関する会計基準に関する審議において、貸借対照表における貸

方項目の区分表示のあり方全般の検討の必要性が認識されたことに伴い、本会計基準を平

成 17年 12 月に公表した。 

 

（主な内容） 

 本会計基準は、貸借対照表における純資産の部の表示を定めることを目的としている。具

体的な内容は、以下のとおりである。 

項 目 従来の表示方法（公表当時） 本会計基準 

貸借対照表の区分   

 個別貸借対照表 
資産の部、負債の部及び資本の部に

区分する。 

資産の部、負債の部及び純資産の部

に区分する。 

 連結貸借対照表 
資産の部、負債の部、少数株主持分

※及び資本の部に区分する。 
同 上 

貸借対照表の純資産の

部（資本の部）の区分 
  

 個別貸借対照表 

資本の部は、資本金、資本剰余金、

利益剰余金及びその他の項目に区

分する。 

純資産の部は、株主資本、評価・換

算差額等及び新株予約権に区分す

る。 

 連結貸借対照表 同 上 

純資産の部は、株主資本、評価・換

算差額等、新株予約権及び少数株主

持分※に区分する。 

繰延ヘッジ損益の表示 資産の部又は負債の部 純資産の部の評価・換算差額等 

新株予約権の表示 負債の部 純資産の部 

少数株主持分※の表示 
負債の部と資本の部の中間におけ

る独立の項目 
純資産の部 

※ 平成 25 年改正により非支配株主持分に変更している。 
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5. 企業会計基準第 6号「株主資本等変動計算書に関する会計基準」 

 

（公表の経緯） 

 平成 17年に公布された会社法において、すべての株式会社に株主資本等変動計算書の作

成が義務付けられたことに伴い、本会計基準を平成 17年 12 月に公表した。 

 

（主な内容） 

 本会計基準は、連結株主資本等変動計算書及び個別株主資本等変動計算書の表示区分及

び表示方法等を定めることを目的としている。具体的な内容は、以下のとおりである。 

(1)株主資本等変動計算書の作成目的 

株主資本等変動計算書は、貸借対照表の純資産の部の一会計期間における変動額のうち、

主として、株主に帰属する部分である株主資本の各項目の変動事由を報告するために作成

する。 

(2)表示区分 

株主資本等変動計算書の表示区分は、企業会計基準第 5号「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準」に定める貸借対照表の純資産の部の表示区分に従う。 

(3)表示方法 

株主資本の各項目は、当期首残高、当期変動額及び当期末残高に区分し、当期変動額は変

動事由ごとにその金額を表示する。 

株主資本以外の各項目は、当期首残高、当期変動額及び当期末残高に区分し、当期変動額

は純額で記載する。ただし、当期変動額について主な変動事由ごとにその金額を表示（注記

による開示を含む。）することができる。 
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6. 企業会計基準第 7号「事業分離等に関する会計基準」 

 

（公表の経緯） 

 平成 15年に企業会計審議会から公表された「企業結合に係る会計基準」では、企業結合

に該当する取引を対象としていたが、当該会計基準では対象とされていなかった分離元企

業の会計処理や結合当事企業の株主に係る会計処理などの検討を行い、本会計基準を平成

17 年 12 月に公表した。 

 

（主な内容） 

 本会計基準は、会社分割などの場合における事業を分離する企業（分離元企業）の会計処

理や、合併などの企業結合における結合当事企業の株主に係る会計処理などを定めること

を目的としている。 

 具体的な内容は、以下のとおりである。 

 分離元企業の会計処理 被結合企業の株主に係る 

会計処理 

投資が清算されたと 

みる場合 

移転損益を認識する。 

（現金などを対価として受け

取る場合等） 

交換損益を認識する。 

（現金などを対価として受け取

る場合等） 

投資が継続していると

みる場合 

移転損益を認識しない。 

（子会社株式や関連会社株式

となる分離先企業の株式のみ

を対価として受け取る場合

等） 

交換損益を認識しない。 

（被結合企業が子会社や関連会

社の場合において、当該被結合企

業の株主が、子会社株式や関連会

社株式となる結合企業の株式の

みを対価として受け取る場合等） 
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7. 企業会計基準第 8号「ストック・オプション等に関する会計基準」 

 

（公表の経緯） 

 平成 13年改正商法により新株予約権制度が導入されて以来、新株予約権のストック・オ

プションとしての利用が活発化したことから、本会計基準を平成 17年 12 月に公表した。 

 

（主な内容） 

 本会計基準は、主としてストック・オプション取引の会計処理及び開示を明らかにするこ

とを目的としている。具体的な内容は、以下のとおりである。 

(1) 会計処理の概要 

 企業が従業員等に報酬として付与する自社株式オプション（ストック・オプション）

は、費用として計上する。すなわち、ストック・オプションの付与に応じて企業が従業員

等から取得するサービスは、その取得に応じて費用として計上し、対応する金額を、スト

ック・オプションの権利の行使又は失効が確定するまでの間、貸借対照表の純資産の部に

新株予約権として計上する。 

(2) 各会計期間における費用計上額 

 各会計期間における費用計上額は、ストック・オプションの公正な評価額のうち、対象勤

務期間を基礎とする方法その他の合理的な方法に基づき当期に発生したと認められる額と

する。 

 ストック・オプションの公正な評価価額は、ストック・オプションの公正な評価単価にス

トック・オプション数を乗じて算出する。 
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8. 企業会計基準第 9号「棚卸資産の評価に関する会計基準」 

 

（公表の経緯） 

 当委員会は、棚卸資産の評価基準についてテーマ協議会2からの提言を受けたことを踏ま

え、本会計基準を平成 18年 7 月に公表した。 

 

（平成 18 年公表時の主な内容） 

 平成 18年公表時の本会計基準は、棚卸資産の評価基準及び開示について定めることを目

的としていた。具体的な内容は、以下のとおりである。 

(1)通常の販売目的で保有する棚卸資産の評価基準 

通常の販売目的で保有する棚卸資産は、取得原価をもって貸借対照表価額とし、期末にお

ける正味売却価額が取得原価よりも下落している場合には、収益性が低下しているとみて、

当該正味売却価額をもって貸借対照表価額とする。 

(2)トレーディング目的で保有する棚卸資産の評価基準 

トレーディング目的で保有する棚卸資産については、市場価格に基づく価額をもって貸

借対照表価額とし、帳簿価額との差額（評価差額）は、当期の損益として処理する。 

 

（その後の改正） 

平成 20 年改正 

平成 20 年改正において棚卸資産の評価方法を定めることとし、当該定めを置くにあたっ

て、国際的な会計基準とのコンバージェンスの観点から、後入先出法を認めないこととした。 

 

  

                                                   
2 テーマ協議会は、財務会計基準機構内に設置されていた会議体であり、当委員会が審議する

テーマ及びその優先順位について提言する役割を担っていた。平成 19 年にその役割を基準諮問

会議に引き継いでいる。 
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9. 企業会計基準第 10 号「金融商品に関する会計基準」 

 

（公表の経緯） 

平成 11 年に企業会計審議会より公表された「金融商品に係る会計基準」を引き継ぎ、本

会計基準を平成 18年 8月に公表した。 

 

（主な内容） 

 本会計基準は、金融商品に関する会計処理を定めることを目的としている。具体的な内容

は、以下のとおりである。 

(1)債権の貸借対照表価額 

 取得価額（又は償却原価）から貸倒見積高に基づいて算定された貸倒引当金を控除した金

額とする。 

(2)有価証券の貸借対照表価額 

 売買目的有価証券は、時価をもって貸借対照表価額とし、評価差額は当期の損益として処

理する。 

 満期保有目的の債券は、取得原価をもって貸借対照表価額とする。ただし、一定の場合は

償却原価法に基づいて賛成された価額をもって貸借対照表価額とする。 

 子会社株式及び関連会社株式は、取得原価をもって貸借対照表価額とする。 

 その他有価証券は、時価をもって貸借対照表価額とし、評価差額は洗い替え方式に基づき、

全部純資産直入法又は部分純資産直入法により処理する。 

(3)デリバティブ取引により生じる正味の債権及び債務 

 デリバティブ取引により生じる正味の債権及び債務は、時価をもって貸借対照表価額と

し、評価差額は、原則として、当期の損益として処理する。 

(4)貸倒見積高の算定 

 債権の貸倒見積高は、債権の区分に応じてそれぞれ一定の方法により算定する。 

(5)ヘッジ会計 

 一定の要件がすべて充たされた場合、ヘッジ取引に対してヘッジ会計が適用される。 
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10. 企業会計基準第 11 号「関連当事者の開示に関する会計基準」 

 

（公表の経緯） 

 国際的な会計基準とのコンバージェンスの観点から、本会計基準を平成 18 年 10 月に公

表した。 

 

（主な内容） 

 本会計基準は､財務諸表の注記事項としての関連当事者の開示について、その内容を定め

ることを目的としている。具体的な内容は、以下のとおりである。 

(1) 開示すべき取引の範囲 

連結財務諸表における関連当事者との取引の開示において、親会社と関連当事者との取

引のみならず、連結子会社と関連当事者との取引がある場合には、財務諸表利用者が関連当

事者との取引の連結財務諸表への影響をより適切に把握することができるように、開示対

象とする。 

(2) 関連当事者との取引に関する開示 

関連当事者の概要、取引の内容及び取引の種類ごとの金額、取引条件及び取引条件の決定

方針などを開示する。 

(3) 関連当事者の存在に関する開示 

親会社の情報としては、親会社の名称等の開示を求めている。また、重要な関連会社につ

いては、その名称と要約財務情報の開示を求めている。 
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11. 企業会計基準第 12 号「四半期財務諸表に関する会計基準」 

 

（公表の経緯） 

 平成 17 年に公表された金融審議会金融分科会第一部会ディスクロージャー・ワーキング・

グループ報告「今後の開示制度のあり方について」において「四半期開示のあり方」が示さ

れたことを踏まえ、本会計基準を平成 19 年 3 月に公表した。 

 

（平成 19 年公表時の主な内容） 

 本会計基準は、四半期財務諸表に適用される会計処理及び開示を定めることを目的とし

ている。具体的な内容は、以下のとおりである。 

(1)開示対象の四半期財務諸表 

四半期貸借対照表、期首からの累計期間及び四半期会計期間の四半期損益計算書及び四

半期包括利益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書を開示する。 

(2)会計処理 

 財務諸表利用者の判断を誤らせない限り、簡便的な会計処理によることができる。 

(3)開 示 

セグメント情報、1株当たり四半期純損益等のように必ず記載を求める事項と、株主資本

の金額の著しい変動等、該当する事由が生じた場合に記載を求める事項がある。 

 

（その後の改正） 

平成 23 年改正 

平成 22 年 8 月に開催された基準諮問会議において、財務諸表作成者から半期報告制度を

採用している欧州等と比較して開示書類の作成負担が過重であるとの意見が寄せられたこ

とや、平成 22年 6月に閣議決定された「新成長戦略」の施策において四半期報告の簡素化

が盛り込まれたことを踏まえ、四半期報告の簡素化についての提案がなされ、基準諮問会議

より当委員会に提言がなされた。検討の結果、次の見直しを行い、平成 23年 3 月に本会計

基準を改正した。 

① 四半期損益計算書の開示対象期間に関して、期首からの累計期間の情報のみを基本と

し、四半期会計期間の情報は任意に開示できるものとした。 

② 四半期キャッシュ・フロー計算書の開示に関して、第 1四半期及び第 3四半期は省略

できるものとした。 

③ 注記事項の簡素化について検討を行い、ストック・オプション関係、発行済株式総数、

1株当たり純資産額等について開示を求めないこととした。 

 

（開発中に議論となった主な事項） 

平成 23 年改正 
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 平成 23年に改正された会計基準の公開草案に対して寄せられたコメントの中に、四半期

報告の簡素化に対して反対意見が聞かれ、結論の背景に以下が記載されている。 

 「財務諸表利用者からは、四半期キャッシュ・フロー計算書は基本となる財務諸表の 1

つであるので開示の省略を認めるべきではないという意見が出されたが、開示を省略

するのであれば、キャッシュ・フローの状況を把握するのに資する情報を代替的に開示

すべきという意見も寄せられた。」（四半期会計基準第 36－2項） 

 「財務諸表利用者からは、開示情報をいずれかの期間に一本化する場合は、収益動向の

変化点の把握に資する四半期会計期間の情報とすべきであるという意見が出されたが、

期首からの累計期間のみの開示となる場合には、四半期会計期間の売上高、営業利益金

額、四半期純利益金額及び 1株当たり利益の開示を要望する意見も寄せられた。」（四半

期会計基準第 37－2項） 
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12. 企業会計基準第 13 号「リース取引に関する会計基準」 

 

（公表の経緯） 

 平成 5年に企業会計審議会第一部会から公表された「リース取引に係る会計基準」では、

ファイナンス・リース取引のうち所有権移転外ファイナンス・リース取引については、一定

の注記を要件として通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を採用することを認め

てきたが、平成 13 年 11 月のテーマ協議会からの提言を踏まえ、当該例外処理の見直しを

行い、本会計基準を平成 19 年 3 月に公表した。 

 

（平成 19 年公表時の主な内容） 

 本会計基準は、リース取引に係る会計処理を定めることを目的としている。具体的な内容

は、以下のとおりである。 

(1)ファイナンス・リース取引の借手の会計処理 

ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じて会計処理によ

り、リース取引開始日に、リース物件とこれに係る債務を、リース資産及びリース債務とし

て計上する。 

 (2)オペレーティング・リース取引の借手の会計処理 

 通常の賃貸借取引に係る方法に準じて会計処理を行う。 

(3)ファイナンス・リース取引の貸手の会計処理 

貸手は、リース取引開始日に、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理により、所有

権移転ファイナンス・リース取引についてはリース債権として、所有権移転外ファイナン

ス・リース取引についてはリース投資資産として計上する。 

(4)オペレーティング・リース取引の貸手の会計処理 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じて会計処理を行う。 
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13. 企業会計基準第 15 号「工事契約」 

 

（公表の経緯） 

 従来、工事進行基準又は工事完成基準のいずれかを選択適用できるとされてきたが、国際

的な会計基準とのコンバージェンスの観点から、本会計基準を平成 19年 12 月に公表した。 

 

（主な内容） 

 本会計基準は、工事契約に係る収益及びその原価に関し、施工者における会計処理及び開

示について定めることを目的としている。具体的な内容は、以下のとおりである。 

(1)工事契約に係る認識基準 

工事契約に関して、工事の進行途上においても、その進捗部分について成果の確実性が認

められる場合には工事進行基準を適用し、この要件を満たさない場合には工事完成基準を

適用する。 

(2)工事進行基準の会計処理 

工事進行基準を適用する場合には、工事収益総額、工事原価総額及び決算日における工事

進捗度を合理的に見積り、これに応じて当期の工事収益及び工事原価を損益計算書に計上

する。 

(3)工事完成基準の会計処理 

工事完成基準を適用する場合には、工事が完成し、目的物の引渡しを行った時点で、工事

収益及び工事原価を損益計算書に計上する。 

(4)開示 

 工事契約に係る認識基準、決算日における工事進捗度を見積るために用いた方法、当期の

工事損失引当金繰入額等を注記する。 
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14. 企業会計基準第 16 号「持分法」 

 

（公表の経緯） 

 国際的な会計基準とのコンバージェンスの観点から、本会計基準を平成 20 年 3 月に公表

した。 

 

（主な内容） 

 本会計基準は、持分法に関する会計処理及び開示を定めることを目的としている。具体的

な内容は、以下のとおりである。 

(1) 持分法を適用する被投資会社の会計処理 

 同一環境下で行われた同一の性質の取引等について、投資会社（その子会社を含む。）及

び持分法を適用する被投資会社が採用する会計処理の原則及び手続は、原則として統一す

る。 

(2)持分法の会計処理 

 投資会社の投資日における投資とこれに対応する被投資会社の資本との間に差額がある

場合には、当該差額はのれん又は負ののれんとし、のれんは投資に含めて処理する。のれん

（又は負ののれん）の会計処理は、企業結合会計基準に準じて行う。 

投資会社は、投資の日以降における被投資会社の利益又は損失のうち投資会社の持分又

は負担に見合う額を算定して、投資の額を増額又は減額し、当該増減額を当期純利益の計算

に含める。 
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15. 企業会計基準第 17 号「セグメント」 

 

（公表の経緯） 

 国際的な会計基準とのコンバージェンスの観点から、本会計基準を平成 19 年 12 月に公

表した。 

 

（主な内容） 

本会計基準では、次の開示に関する取扱いを定めることを目的としている。 

(1) セグメント情報 

(2) セグメント情報の関連情報 

(3) 固定資産の減損損失に関する報告セグメント別情報 

(4) のれんに関する報告セグメント別情報 

 

具体的な内容は、以下のとおりである。 

(1)基本原則 

本会計基準では、セグメント情報を開示する方法として、国際財務報告基準や米国会計基

準で採用されているマネジメント・アプローチを採用している。 

(2)事業セグメントの識別 

企業は、セグメント情報を開示するための単位として、事業セグメントを識別する。 

(3)報告セグメントの決定 

企業は、識別された個別の事業セグメント又は集約基準によって集約された事業セグメ

ントの中から、量的基準に従って、報告すべきセグメントを決定する。 

(4)セグメント情報の開示項目と測定方法 

企業は、セグメント情報として次の項目を開示する。 

①報告セグメントの概要 

②報告セグメントの利益（又は損失）、資産、負債及びその他の重要な項目の額並びにそ

の測定方法に関する事項 

③報告セグメントの各開示項目の合計額とこれに対応する財務諸表計上額との間の差異

調整に関する事項 
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16. 企業会計基準第 18 号「資産除去債務」 

 

（公表の経緯） 

 国際的な会計基準とのコンバージェンスの観点から、本会計基準を平成 20 年 3 月に公表

した。 

 

（主な内容） 

 本会計基準は、資産除去債務の定義、会計処理及び開示について定めることを目的として

いる。具体的な内容は、以下のとおりである。 

(1)資産除去債務の定義 

 資産除去債務とは、有形固定資産の取得、建設、開発又は通常の使用によって生じ、当該

有形固定資産の除去に関して法令又は契約で要求される法律上の義務及びそれに準ずるも

のをいう。 

(2)資産除去債務の負債計上 

 資産除去債務は、有形固定資産の取得、建設、開発又は通常の使用によって発生した時に

負債として計上する。 

 なお、資産除去債務の発生時に、当該債務の金額を合理的に見積ることができない場合に

は、これを計上せず、当該債務額を合理的に見積ることができるようになった時点で負債と

して計上する。 

(3)資産除去債務の算定 

 資産除去債務はそれが発生したときに、有形固定資産の除去に要する割引前の将来キャ

ッシュ・フローを見積り、割引後の金額（割引価値）で算定する。 

(4)資産除去債務に対応する除去費用の資産計上と費用配分 

 資産除去債務に対応する除去費用は、資産除去債務を負債として計上した時に、当該負債

の計上額と同額を、関連する有形固定資産の帳簿価額に加える。 

 資産計上された資産除去債務に対応する除去費用は、減価償却を通じて、当該有形固定資

産の残存耐用年数にわたり、各期に費用配分する。 

 

  



資料(4) 

- 31 - 

17. 企業会計基準第 20 号「賃貸等不動産」 

 

（公表の経緯） 

 国際的な会計基準とのコンバージェンスの観点から、本会計基準を平成 20 年 11 月に公

表した。 

 

（主な内容） 

 本会計基準は、財務諸表の注記事項としての賃貸等不動産の時価等の開示について、その

内容を定めることを目的としている。具体的な内容は、以下のとおりである。 

(1)賃貸等不動産の定義・範囲 

賃貸等不動産とは、棚卸資産に分類されている不動産以外のものであって、賃貸収益又は

キャピタル・ゲインの獲得を目的として保有されている不動産をいう。 

(2)賃貸等不動産に関する注記事項 

賃貸等不動産を保有している場合は、次の事項を注記する。 

① 賃貸等不動産の概要 

② 賃貸等不動産の貸借対照表計上額及び期中における主な変動 

③ 賃貸等不動産の当期末における時価及びその算定方法 

④ 賃貸等不動産に関する損益 
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18. 企業会計基準第 21 号「企業結合」 

 

（公表の経緯） 

 「企業結合に係る会計基準」は、平成 15年に企業会計審議会より公表されていたが、国

際的な会計基準とのコンバージェンスの観点から持分プーリングの廃止等の検討を行い、

平成 20 年 12 月に本会計基準を公表した。 

  

（平成 20 年公表時の主な内容） 

 本会計基準は、企業結合に関する会計処理及び開示を定めることを目的としている。具体

的な内容は、以下のとおりである。 

(1)取得の会計処理※1 

①取得原価の算定 

 被取得企業又は取得した事業の取得原価は、原則として、取得の対価（支払対価）となる

財の企業結合日における時価で算定する。取得が複数の取引により達成された場合（段階取

得）における被取得企業の取得原価は、連結財務諸表では支配を獲得するに至った個々の取

引すべての企業結合日における時価をもって算定することとし、当初の取得原価との差額

は段階取得に係る損益として処理する※2。 

②取得原価の配分方法 

取得原価は、被取得企業から受け入れた資産及び引き受けた負債のうち企業結合日時点

において識別可能なものの企業結合日時点の時価を基礎として、配分する。 

また、取得原価が、受け入れた資産及び引き受けた負債に配分された純額を上回る場合に

は、その超過額はのれんとして定額法その他の合理的な方法により 20 年以内で規則的に償

却し、下回る場合には、その不足額は負ののれんとして当該負ののれんが生じた事業年度の

利益として処理する※3。 

※1 企業会計審議会から公表されていた会計基準では、企業結合の経済的実態に応じ持分プー

リング法とパーチェス法とが使い分けられていたが、本会計基準の公表により、持分プーリン

グ法は廃止された。 

※2 取得が複数の取引により達成された場合（段階取得）における被取得企業の取得原価は、

企業会計審議会から公表されていた会計基準では、支配を獲得するに至った個々の取引ごと

の原価の合計額によるものとされていた。本会計基準においては、個別財務諸表では従来と同

様に支配を獲得するに至った個々の取引ごとの原価の合計額によるものとされたが、連結財

務諸表では支配を獲得するに至った個々の取引すべての企業結合日における時価をもって算

定することとし、当初の取得原価との差額は段階取得に係る損益として処理することとされ

た。 

※3 企業会計審議会から公表されていた会計基準では、負ののれんが発生した場合には 20 年

以内の取得の実態に基づいた適切な期間で規則的に償却するものとされていたが、本会計基
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準の公表により、当該負ののれんが生じた事業年度の利益として処理することとされた。 

 

(2)共通支配下の取引の会計処理 

①個別財務諸表上の会計処理 

共通支配下の取引により企業集団内を移転する資産及び負債は、原則として、移転直前に

付されていた適正な帳簿価額により計上する。 

②連結財務諸表上の会計処理 

 内部取引としてすべて消去する。 

 

（その後の主な改正） 

平成 25 年改正 

国際的な会計基準とのコンバージェンスの観点から、少数株主持分（非支配株主持分）の

取扱い、企業結合に係る取得関連費用の会計処理、暫定的な会計処理の確定に関する処理の

改正を行った。 

 

（開発中に議論となった主な事項） 

段階取得における取得原価の会計処理 

 取得が複数の取引により達成された場合（段階取得）における被取得企業の取得原価に関

して、平成 20年に公表した企業結合会計基準の公開草案では、連結財務諸表と個別財務諸

表の双方について、企業会計審議会から公表されていた「企業結合に係る会計基準」におけ

る取扱いを見直し、支配を獲得するに至った個々の取引すべての企業結合日における時価

をもって算定する提案をしていた。しかしながら、公開草案に対して寄せられたコメントの

中に、個別財務諸表上の取扱いを改正することに対して反対意見が聞かれ、最終基準では個

別財務諸表上の取扱いは変更しないこととした。 

なお、平成 25 年から平成 27 年に IASB が実施した IFRS 第 3 号「企業結合」の適用後レ

ビューに対して、国内関係者からは以下の意見が聞かれている。 

 段階取得において追加取得した時に既存の持分の利得又は損失を認識することは内部

経営管理目的で利用している情報と異なるため、取引に対する見解と整合しない（財務

諸表の作成者）。 

 支配の喪失の際に残余の持分について利得又は損失を認識することは、例えば、持分を

一部売却しても取引関係が継続する意図をもっているような場合には、グループの運

営の実態を反映しないことがある（財務諸表の作成者）。 

 財務分析においてこれらの利得又は損失を除外して分析をしている（財務諸表の利用

者）。 
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19. 企業会計基準第 22 号「連結財務諸表」 

 

（公表の経緯） 

 当委員会は、平成 20年に企業結合会計基準を公表したことに伴い、企業会計審議会から

公表されている連結財務諸表原則を引き継ぎ、本会計基準を平成 20年 12 月に公表した。 

 

（平成 20 年公表時の主な内容） 

 本会計基準は、連結財務諸表に関する会計処理及び開示を定めることを目的としている。

具体的な内容は、以下のとおりである。 

(1)連結の範囲 

 親会社は、原則としてすべての子会社を連結の範囲に含める。 

(2) 連結貸借対照表 

 連結貸借対照表は、親会社及び子会社の個別貸借対照表における資産、負債及び純資産の

金額を基礎とし、子会社の資産及び負債の評価、連結会社相互間の投資と資本及び債権と債

務の相殺消去等の処理を行って作成する。 

(3)連結損益計算書 

 連結損益計算書は、親会社及び子会社の個別損益計算書等における収益、費用等の金額を

基礎とし、連結会社相互間の取引高の相殺消去及び未実現損益の消去等の処理を行って作

成する。 

(4) 子会社株式の追加取得及び一部売却等 

 子会社株式を追加取得した場合、追加取得持分と追加投資額との間に生じた差額は、資本

剰余金とする。 

 子会社株式を一部売却した場合（親会社と子会社の支配関係が継続している場合に限

る。）、売却による親会社の持分の減少額と売却価額との間に生じた差額は、資本剰余金とす

る。 

 

（その後の主な改正） 

平成 25 年改正 

平成 25 年に改正した企業結合会計基準と併せて、少数株主持分（非支配株主持分）の取

扱いについて改正を行っている。 
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20. 企業会計基準第 23 号「「研究開発費等に係る会計基準」の一部改正」 

 

（公表の経緯） 

 平成 20 年に企業結合会計基準を公表したことに伴い、平成 10 年に企業会計審議会から

公表された「研究開発費等に係る会計基準」（以下「研究開発費等会計基準」という。）の「六 

適用範囲」について一部見直しを行い、本会計基準を平成 20 年 12 月に公表した。 

 

（主な内容） 

 本会計基準は、企業会計審議会が平成 10年に公表した研究開発費等会計基準のうち、「六 

適用範囲」を改正している。具体的には、本会計基準により、研究開発費等会計基準は、企

業結合により被取得企業から受け入れた資産（受注制作、市場販売目的及び自社利用のソフ

トウェアを除く。）については適用しない。 
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21. 企業会計基準第 24 号「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」 

 

（公表の経緯） 

 国際的な会計基準とのコンバージェンスの観点から、本会計基準を平成 24 年 12 月に公

表した。 

 

（主な内容） 

 本会計基準は、会計上の変更及び過去の誤謬の訂正に関する会計上の取扱い（開示を含

む。）を定めることを目的としている。具体的な内容は、以下のとおりである。 

(1)本会計基準等における会計上の原則的な取扱い 

 会計上の原則的な取扱い 

会計上の変更  

 会計方針の変更 遡及処理する（遡及適用） 

 表示方法の変更 遡及処理する（財務諸表の組替え） 

 会計上の見積りの変更 遡及処理しない 

過去の誤謬の訂正 遡及処理する（修正再表示） 

(2)その他の取扱い 

会計方針の変更を会計上の見積りの変更と区別することが困難な場合の取扱い 

会計上の見積りの変更と同様に取り扱い、遡及適用は行わない。ただし、注記について

は、変更の内容及びその影響額のほか変更を行った正当な理由等に関する記載を行う。 
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22. 企業会計基準第 25 号「包括利益の表示に関する会計基準」 

 

（公表の経緯） 

 国際的な会計基準とのコンバージェンスの観点から、本会計基準を平成 22 年 6 月に公表

した。 

 

（平成 22 年公表時の主な内容） 

 本会計基準は、財務諸表における包括利益及びその他の包括利益の表示について定める

ことを目的としている。具体的な内容は、以下のとおりである。 

(1)包括利益の計算の表示 

 当期純利益にその他の包括利益の内訳項目を加減して包括利益を表示する。 

(2)包括利益を表示する計算書 

包括利益を表示する計算書は、2計算書方式（当期純利益を表示する損益計算書と、包括

利益を表示する包括利益計算書からなる形式）と 1計算書方式（当期純利益の表示と、包括

利益の表示を１つの計算書（「損益及び包括利益計算書」）で行う形式）のいずれかの形式に

よる。 

 

なお、個別財務諸表への適用については、下記の「開発中に議論となった主な事項」に記

載のとおり、公開草案の公表に対して反対意見が聞かれたことから、本会計基準の公表から

1年後を目途に判断することとされた。 

 

（その後の主な内容） 

平成 24 年改正 

 本会計基準は、当面の間、個別財務諸表には適用しないこととされた。 

 

（開発中に議論となった主な事項） 

個別財務諸表に関する取扱い 

 平成 22年に公表した本会計基準の公開草案では、連結財務諸表のみならず、個別財務諸

表においても適用することを提案していたが、本公開草案の公表に反対した委員 1 名から

以下の意見が聞かれた。 

 「本年 6月 30日に企業会計審議会から公表された「我が国における国際会計基準の取

扱いに関する意見書（中間報告）」の中で、連結財務諸表に係る会計基準については、

我が国固有の商慣行や伝統的な会計実務に関連の深い個別財務諸表に先行して機動的

に改訂する考え方（いわゆる「連結先行」の考え方）が示されている。これを踏まえ、

個別財務諸表に関しては、上記意見書に示された連結先行の考え方をどのように具現

化すべきかについての十分な検討と市場関係者のコンセンサスを前提条件として、そ
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れに基づいて個々の会計基準レベルでのコンバージェンスの是非を判断すべきである。

したがって、そのような検討を経ていない段階で個別財務諸表における包括利益の表

示を強制する今回の会計基準案については反対するものである。」 
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23. 企業会計基準第 26 号「退職給付に関する会計基準」 

 

（公表の経緯） 

 国際的な会計基準とのコンバージェンスの観点から、平成 10 年に企業会計審議会により

公表された「退職給付に係る会計基準」を一部見直し、本会計基準を平成 24 年 5 月に公表

した。 

 

（平成 24 年公表時の主な内容） 

 本会計基準は、退職給付に関する会計処理及び開示を定めることを目的としている。具体

的な内容は、以下のとおりである。 

(1)確定給付制度の会計処理 

 退職給付債務から年金資産の額を控除した額を負債として計上する※1。 

 数理計算上の差異の当期発生額及び過去勤務費用の当期発生額のうち、費用処理されな

い部分については、その他の包括利益に含めて計上する。また、その他の包括利益累計額

に計上されている未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用（以下合わせて「未認

識項目」という。）のうち、当期に費用処理された部分については、その他の包括利益の

調整（組替調整）を行う。  

※1 企業会計審議会から公表されていた会計基準では、退職給付債務に未認識数理計算上の差

異及び未認識過去勤務費用を加減した額から、年金資産の額を控除した額を負債として計上す

る取扱いであったが、本会計基準の公表に伴い、上記の取扱いに見直された。 

 

 なお、未認識項目に関する取扱いは、下記の「開発中に議論となった主な事項」に記載

のとおり、本会計基準の公開草案に対して反対意見が聞かれたことから、当面の間、個別

財務諸表には適用しないこととしている。 

 

(2)確定拠出制度の会計処理 

 確定拠出制度においては、当該制度に基づく要拠出額をもって費用処理する。 

 

（開発中に議論となった主な事項） 

未認識項目に関する取扱い 

 平成 24年に公表した会計基準の公開草案では、連結財務諸表と個別財務諸表の双方につ

いて、企業会計審議会から公表されていた会計基準を改正する提案をしていたが、公開草案

に対して寄せられたコメントやその後の審議の過程において、当該提案に対して反対意見

が聞かれ、結論の背景に以下が記載されている。 

 「年金法制による規制の結果、事業再編時に合理的な方法によって資産の移換や債務

の引継ぎが困難な状況が存在し、また、受給者分は事実上移換できないため、親会社の
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債務として扱った上で子会社の剰余金で補われる場合もあり、個別財務諸表に未認識

項目を負債として認識すると、事業再編後の経営実態を必ずしも適切に表していない」

（退職給付会計基準第 87項）。 

 「未認識項目の負債計上は会社法上の分配可能額に影響が及ぶ可能性が懸念される」

（退職給付会計基準第 87項）。 
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II. 企業会計基準適用指針 

1. 企業会計基準適用指針第 6号「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」 

 

（公表の経緯） 

 企業会計審議会によって平成 14 年 8 月に公表された「固定資産の減損に係る会計基準」

（以下「減損会計基準」という。）を踏まえ、本適用指針を平成 15 年 10 月に公表した。 

 

（主な内容） 

 本適用指針は、減損会計基準に従って減損処理を行うにあたって、減損の兆候をはじめと

して必要と考えられる範囲において一定の指針を示すことを目的としている。具体的な内

容は、以下のとおりである。 

(1) 減損の兆候 

 企業は、通常の企業活動において実務的に入手可能なタイミングにおいて利用可能な情

報に基づき、減損の兆候がある資産又は資産グループを識別する。 

(2) 減損損失の認識の判定 

減損の兆候がある資産又は資産グループについて、資産又は資産グループ中の主要な資

産の経済的残存使用年数と 20年のいずれか短い方の期間における割引前将来キャッシュ・

フローの総額がこれらの帳簿価額を下回る場合には、減損損失を認識する。 

(3) 減損損失の測定 

減損損失を認識すべきであると判定された資産又は資産グループについては、帳簿価額

を回収可能価額（正味売却価額と使用価値のいずれか高い方の金額）まで減額し、当該減少

額を減損損失として当期の損失とする。 

(4) 減損処理後の会計処理 

減損処理を行った資産については、減損損失を控除した帳簿価額から残存価額を控除し

た金額を、企業が採用している減価償却の方法に従って、規則的、合理的に配分する。 
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2. 企業会計基準適用指針第 26 号「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」 

 

（公表の経緯） 

 日本公認会計士協会における税効果会計に関する会計上の実務指針及び監査上の実務指

針（会計処理に関する部分）を当委員会に移管すべきとの基準諮問会議からの提言を受け、

これらの実務指針のうち、監査委員会報告第 66号「繰延税金資産の回収可能性の判断に関

する監査上の取扱い」（以下「監査委員会報告第 66号」という。）を先行して移管すること

とし、本適用指針を平成 27 年 12 月に公表した。 

 

（主な内容） 

 本適用指針は、繰延税金資産の回収可能性について、税効果会計基準を適用する際の指針

を定めることを目的としている。具体的な内容は、以下のとおりである。 

(1)企業の分類に応じた繰延税金資産の回収可能性に関する取扱い 

 収益力に基づく一時差異等加減算前課税所得等に基づいて繰延税金資産の回収可能性を

判断する際に、要件に基づき企業を 5つに分類し、当該分類に応じて、回収が見込まれる繰

延税金資産の計上額を決定する。 

(2)会計基準等の改正に伴う会計方針の変更として取り扱う事項 

次の項目を適用することにより、これまでの会計処理と異なることとなる場合には、会計

基準等の改正に伴う会計方針の変更として取り扱う。 

① （分類 2）に該当する企業において、スケジューリング不能な将来減算一時差異につい

て企業が合理的な根拠をもって説明する場合には回収可能性があるとする取扱い 

② （分類 3）に該当する企業において、おおむね 5年を明らかに超える見積可能期間にお

いてスケジューリングされた一時差異等について企業が合理的な根拠をもって説明す

る場合には回収可能性があるとする取扱い 

③ （分類 4）の要件に該当する企業であっても、企業が合理的な根拠をもって説明する場

合には（分類 2）に該当するものとする取扱い 

 

以 上 

 

 


